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１．はじめに
わが国経済は、バブル崩壊後、「失われた10年」と
表現されるほど、長期停滞が続いている。そのような
状況下において、各地域は何とか地域を活性化しよう
と開業・起業支援を行っているが、残念ながら、開業
数は減少し、廃業数が増加している。また、雇用環境も
非常に厳しい状況が続いている。本研究では、全国市
区を産業構成の特徴から６つの地域（都市部工業集積
地域、中間部工業集積地域、農村部工業集積地域、都市
部工業非集積地域、中間部工業非集積地域、農村部工業
非集積地域）に区分し、各地域の開業率・廃業率、雇
用カバー率を概観する。あわせて、産業別開業率・廃
業率、雇用カバー率を整理し、その要因を検討したい。
なお、本稿は、平成14年度文部科学省科学研究費助
成研究「大都市部と農村部における製造業の存立基盤
特性と競争特性の比較研究」（研究期間予定：平成14
年度から平成16年度）による助成を受けて行なったも
のである。
２．地域区分の定義
全国市区（810市区）の地域区分は農業と製造業の
特化係数を用いて図表１に示す６区分とした。全国市
区の地域区分結果は、付表を参照されたい。
農業特化係数は平成12年国勢調査の市区町村別産業
別常住地就業者数を用いて作成した。全国シェア（全
市区町村）による農業特化係数と全市区シェアによる
農業特化係数がともに1.0以上の地域を農村部とし、両
特化係数がともに1.0未満の地域を都市部とした。なお、
全国シェアによる特化係数では1.0未満（都市部）とな
り、かつ、全市区シェアによる特化係数では1.0以上
（農村部）となる市区に関しては、中間部とした。各
定義式は以下のとおりである。
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７．とりまとめ
区　分 名　　　称
特化係数
農　　業 製 造 業
対 全 国 対全市区 対 全 国
1 都市部工業集積地域 都 市 部 都 市 部 工 業 集 積
2 中間部工業集積地域 都 市 部 農 村 部 工 業 集 積
3 農村部工業集積地域 農 村 部 農 村 部 工 業 集 積
4 都市部工業非集積地域 都 市 部 都 市 部 工業非集積
5 中間部工業非集積地域 都 市 部 農 村 部 工業非集積
6 農村部工業非集積地域 農 村 部 農 村 部 工業非集積
図表１　地域区分の想定
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製造業特化係数は事業所・企業統計調査の平成11年従業者数を用いて作成した。なお、製造業特化係数では、全
国シェアによる特化係数と全市区シェアによる特化係数で大きな違いはないことから、全国シェアによる特化係数
を用いて作成した。特化係数が1.0以上の地域を工業集積地域、1.0未満の地域を工業非集積地域とした。
３．開業率・廃業率および雇用カバー率の定義
開業率・廃業率および雇用カバー率は、「事業所・企業統計調査」をもとに、次のように定義した。
（１）開業率・廃業率
（２）雇用カバー率
雇用カバー率は、減少した従業者数を、開業や既存事業所がどれだけ吸収できるかを計算したもので、存続事業
所の従業者数が増加している場合と減少している場合で定義が若干異なる。
ｉ市区の農業特化係数＝�
全国シェアによるｉ市区農業特化係数�
全市区シェアによるｉ市区農業特化係数�
ｉ市区農業就業者数�
ｉ市区全産業就業者�
全国農業就業者数�
全国全産業就業者�
ｉ市区の農業特化係数＝�
ｉ市区農業就業者数�
ｉ市区全産業就業者�
全市区農業就業者数�
全市区全産業就業者�
ｉ市区の製造業特化係数＝�
ｉ市区製造業従業者数（事業所統計）�
ｉ市区全産業従業者数（事業所統計）�
全国製造業従業者数（事業所統計）�
全国全産業従業者数（事業所統計）�
開業率（年率換算）＝�
注）2.75で割っているのは、平成８年調査が10月で、平成11年調査が７月であり、
　月数を考慮した年換算にするためである。
平成８年～11年の開業事業所数
平成８年の事業所数
÷2.75×100　　（％）
廃業率（年率換算）＝�
平成８年～11年の廃業事業所数
平成８年の事業所数
÷2.75×100　　（％）
開・廃業率格差＝開業率－廃業率　　（％）�
①平成８年～平成11年の存続事業所従業者数が増加している場合
②平成８年～平成11年の存続事業所従業者数が減少している場合
雇用カバー率＝�
新設事業所の従業者数＋存続事業所の従業者増加数�
廃業事業所の従業者数�
新設事業所の従業者数�
廃業事業所の従業者数＋存続事業所の従業者減少数�
雇用カバー率＝�
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図表２　産業別開業率・廃業率および雇用カバー率
開業率
(％)
廃業率
(％)
開・廃業率
格差（％）
雇用カバー率
(％)
1 農林漁業 3.513 4.679 -1.166 43.983
2 鉱業 2.085 4.597 -2.512 20.427
3 建設業 3.302 5.439 -2.138 40.003
4 製造業 2.002 5.490 -3.488 26.247
5 電気・ガス・熱供給・水道業 3.099 3.894 -0.795 58.785
6 運輸・通信業 6.227 7.001 -0.774 63.143
7 卸売・小売業、飲食店 5.195 7.450 -2.255 72.789
8 金融・保険業 4.720 6.936 -2.215 42.362
9 不動産業 3.738 4.936 -1.198 67.663
10 サービス業 4.525 5.190 -0.664 93.576
合　　計 4.438 6.316 -1.879 62.142
図表３　産業別開業率と廃業率の関係
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カバー率
図表２はわが国の平成８年から11年の産業別開業
率・廃業率（年率換算）および同期間の雇用カバー率
を整理したものである。また、図表３は図表２をもと
に産業別開業率と廃業率の関係を、図表４は産業別
開・廃業率格差と雇用カバー率の関係を図示したもの
である。
産業別開業率をみると、運輸・通信業が6.2％で最も
高く、卸売・小売業、飲食店（5.2％）、金融・保険業
（4.7％）、サービス業（4.5％）が続いている。これに
対して、開業率が最も低いのは製造業の2.0％であり、
経済の３次産業化、サービス化が進んでいる。また、
廃業率をみると、最も低い産業は電気・ガス・熱供
給・水道業の3.9％であり、鉱業（4.6％）、農林漁業
（4.7％）の廃業率が低くなっている。これらの産業は、
電気産業に代表されるように参入障壁が高い産業であ
る。一方、卸売・小売業、飲食店の廃業率は7.5％で最
も高く、運輸・通信業（7.0％）、金融・保険業（6.9％）
の廃業率が高くなっている。このように、開業率と廃
業率は正の相関がみられる（図表３参照）。産業の盛
衰について言えば、特定産業が衰退して、新たな成長
産業にシフトするとも考えられるが、実際には、急激
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にそのような現象が起こるのではなく、廃業後に同様
な産業が立地し、徐々に産業構造がシフトしていくも
のと考えられる。開・廃業率格差は、経済活動水準そ
のものの指標としてもみることができるが、産業構造
のシフトをみる一つの指標とも考えられる。経済活動
の観点からは、全産業合計で、開・廃業率格差が－
1.9％で活性化がなされていない事がわかる。産業別に
みると、サービス業が－0.７％で格差が最も小さく、
運輸・通信業（－0.8％）、電気・ガス・熱供給・水道
業（－0.8％）が相対的に格差が小さい。これに対して、
減少率が最も高いのは製造業の－3.5％で、鉱業（－
2.5％）を大幅に上回っている。このことからも、製造
業の空洞化が特徴づけられる。
雇用カバー率をみると、全産業合計では62.1％であ
り、新規雇用および再雇用の場が少なく、失業の増加
につながる可能性が高い。このような就業者の減少は、
地域経済の活性化にマイナスの影響を及ぼすことは明
らかであり（注１および注２）、雇用の場の創出が望
まれる。雇用カバー率を産業別にみると、サービス業
が最も高く93 .6％であり、卸売・小売業、飲食店
（72.8％）、不動産業（67.7％）、運輸・通信業（63.1％）
が続いている。本研究の主要な対象である製造業は
26.2％に止まっている。
５．全産業計の地域区分別開業率・廃
業率および雇用カバー率
図表５は、全産業合計の地域区分別開業率・廃業率
および雇用カバー率をまとめたものである。わが国の
市区全体では、平成８年から平成11年にかけて、開業
率は年率換算で4.4％、廃業率は6.3％となっており、
廃業率が開業率を1.9％も上回っている。このことから
も、景気停滞の状況が伺える。また、雇用カバー率をみ
ると、すでに示したように、この期間では62.1％に止
まっており、再雇用の場が少ないことも事実である。
図表６は、図表５をもとに、地域区分別開業率と廃
業率を図示したものである。これをみると明らかなよ
うに、工業集積地域よりも工業非集積地域の方が開業
率が総じて高いが、一方、廃業率も高くなっている。こ
れらについては、開業率、廃業率がともに高い第３次産
業中心の産業構成が密接にかかわっていると考えられ
る。また、都市部、中間部、農村部で比較すると、工業
集積地域および工業非集積地域ともに、都市部が開業
率・廃業率ともに高く、中間部がそれに続き、農村部
が最も低くなっている。この点は、転入・転出が多く、
他地域から新たな夢を持って転入する若者が多いとい
う地域性の表れと考えられる。実際、東大阪市や東京
都大田区におけるヒアリング調査（注３および注４）
でも、積極的に開業するが、うまくいかなければ地方
よりも廃業も早いなどの印象を聞くことができた。
図表７は、地域区分別開・廃業率格差と雇用カバー
率を図示したものである。開・廃業率格差（開業率－
廃業率）を地域間で比較すると、すべての地域区分で
廃業率が高くなっているが、農村部工業集積地域が最
も格差が小さく－1.4％で、中間部工業集積地域（－
1.5％）、農村部工業非集積地域（－1.5％）、都市部工
業集積地域（－1.9％）、都市部工業非集積地域（－
2.1％）、中間部工業非集積地域（－2.1％）となってい
図表４　産業別開・廃業率格差と雇用カバー率の関係
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る。このように開・廃業率格差でみると、農村部の方
が都市部よりも、また、工業集積地域の方が工業非集
積地域よりも、ねばり強い傾向がみられる。
また、雇用カバー率をみると、農村部工業非集積地
域が最も高く70 .5％であり、農村部工業集積地域
（66.3％）、中間部工業集積地域（63.4％）、中間部工業
非集積地域（63.3％）、都市部工業非集積地域（62.1％）、
都市部工業集積地域（58.6％）となっている。農村部
の方が都市部より再雇用機会が多いことがわかる。工
業集積地域と工業非集積地域の雇用カバー率を比較す
ると、中間部を除いて、工業非集積地域の方が、工業
集積地域よりも雇用カバー率が高くなっている。この
ことは、製造業よりも第３次産業の方が雇用カバー率
が高い結果の表れと考えられる。中間部工業集積地域
は、比較的大都市に近い工業集積地域（浜松市、愛知
県東海市、知多市など）ないしは地方の中心的都市で
工業集積している地域（いわき市、長岡市、三条市な
ど）であり、雇用の場がある程度は確保できる自立型
の地域であり、地方の県庁所在地が多い中間部工業非
集積地域（盛岡市、静岡市、岡山市など）よりも若干
ではあるが雇用カバー率が高くなっている。
開・廃業率格差と雇用カバー率の関係は、基本的に
は正の相関が想定される。図表７をみると、かなりば
らついているようであるが、工業集積地域と工業非集
積地域に分けてみると、明らかに正の相関がみられ、
農村部の方が都市部よりも良好な結果が得られてい
る。また、都市部、中間部、農村部に分けてみると、
負の相関ないしは無相関になっており、工業集積地域
の方が開廃業率格差は良好であるが、雇用カバーがで
きない傾向がみられる。
図表５　地域区分別開業率・廃業率および雇用カバー率（全産業計） 単位：％
開業率
(％)
廃業率
(％)
開・廃業率
格差（％）
雇用カバー率
(％)
1 都市部工業集積地域 3.947 5.850 -1.903 58.551
2 中間部工業集積地域 3.791 5.268 -1.477 63.372
3 農村部工業集積地域 3.330 4.687 -1.356 66.343
4 都市部工業非集積地域 5.156 7.232 -2.076 62.133
5 中間部工業非集積地域 4.423 6.523 -2.100 63.267
6 農村部工業非集積地域 4.013 5.500 -1.487 70.518
合　　計 4.438 6.316 -1.879 62.142
図表６　地域区分別開業率と廃業率の関係（全産業計）
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６．製造業の地域区分別開業率・廃業
率および雇用カバー率
図表８は、製造業の地域区分別開業率・廃業率およ
び雇用カバー率をまとめたものである。
図表８に示したように、わが国の市区全体では、平
成８年から平成11年にかけて、製造業の開業率は年率
換算で2.0％、廃業率は5.5％となっており、廃業率が
開業率を3.5％も上回っている。全産業合計の開廃業率
格差－1.9％と比較すると、明らかに製造業が厳しい状
況に置かれていることがわかる。また、雇用カバー率
をみると、すでに示したように、この期間では26.2％
に止まっており、全産業合計の62.1％を大きく下回っ
ており、この点でも厳しさが伺える。
図表９は図表８をもとに製造業の地域区分別開業率
と廃業率の関係を図示したものである。横軸をもとに、
製造業の地域区分別開業率をみると、都市部工業非集
積地域が最も高く2.4％で、農村部工業集積地域が最も
低く1.6％であり、他の地域は1.75％～1.95％程度であ
る。この数値を見る限りにおいては、工業集積地域の
方が製造業の開業率が高いと断定することはできな
い。否、工業集積地域の方が製造業の開業率が低い傾
向さえみられる。これに対して、工業集積地域、工業
非集積地域別に都市部、中間部、農村部の製造業の開
業率を比較すると、明らかに、都市部が高く農村部が
低い結果となっている。縦軸をもとに、製造業の地域
区分別廃業率をみると、都市部工業非集積地域は最も
高く6.4％であり、中間部工業非集積地域（5.7％）、都
市部工業集積地域（5.3％）となっている。最も廃業率
が低いのは農村部工業集積地域の4.5％であり、中間部
工業集積地域が4.6％で続いている。都市部、中間部、
農村部ごとに工業集積地域と工業非集積地域の製造業
の廃業率を比較すると、明らかに工業集積地域の方が
廃業率が低い結果が得られている。また、工業集積地域、
工業非集積地域ごとに廃業率を比較すると、都市部が
最も廃業率が高く、中間部、農村部の順になっている。
図表10は製造業の地域区分別開・廃業率格差と雇用
カバー率の関係を図示したものである。横軸をもとに、
製造業の開・廃業率格差をみると、中間部工業集積地
域（－2.8％）および農村部工業集積地域（－2.9％）
で相対的に良好な結果となっている。これに対して、
都市部工業非集積地域（－4.0％）および中間部工業非
集積地域（－3.8％）は、大幅に廃業が開業を上回って
いる。都市部工業非集積地域は大都市部の市部および
区部であり、中間部工業非集積地域は地方の中心都市
であることから、地価の問題、騒音等の環境問題、交
通混雑の問題も生じており、製造業の継続的活動や新
規立地がもはやできにくい状況にあると考えられる。
縦軸をもとに、製造業の雇用カバー率をみると、開・
廃業率格差と同様に中間部工業集積地域（34.0％）お
よび農村部工業集積地域（32.3％）で相対的に良好な
結果となっている。これに対して、都市部工業非集積
地域（23.8％）および都市部工業集積地域（24.7％）
という都市部では製造業の再雇用が非常に難しい状況
におかれている。
製造業の開・廃業率格差と雇用カバー率の関係をみ
図表７　地域区分別開・廃業率格差と雇用カバー率の関係（全産業計）
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図表８　地域区分別開業率・廃業率および雇用カバー率（製造業） 単位：％
1
2
3
4
5
6
開業率
(％)
廃業率
(％)
開・廃業率
格差（％）
雇用カバー率
(％)
都市部工業集積地域 1.918 5.345 -3.427 24.670
中間部工業集積地域 1.783 4.594 -2.811 34.015
農村部工業集積地域 1.577 4.463 -2.886 32.329
都市部工業非集積地域 2.381 6.408 -4.027 23.764
中間部工業非集積地域 1.951 5.745 -3.795 26.790
農村部工業非集積地域 1.789 4.948 -3.159 30.399
合　　計 2.002 5.490 -3.488 26.247
図表９　地域区分別開業率と廃業率の関係（製造業）
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図表10　地域区分別開・廃業率格差と雇用カバー率の関係（製造業）
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ると、両者には明らかに正の相関がみられる。農村部
および中間部、とりわけ、両地域の工業集積地域では
厳しいながらも製造業が生き残っている。これに対し
て、都市部では廃業が多く、製造業での再雇用は難し
くなっている。農村部および中間部工業集積地域での
雇用カバー率の相対的高さは、明言はできないが、地
域における人的ネットワークの相対的強さの表れとも
考えられそうである。
７．おわりに
本研究では、全国市区を対象に都市部と農村部、工
業集積地域と工業非集積地域における開業率・廃業
率、開・廃業率格差および雇用カバー率を整理した。
とかく経済が疲弊していると言われる農村部におい
て、廃業が少なく雇用カバー率が都市部よりも高いと
いう発見は驚きに値する。研究はまだまだスタート段
階で、結論を出すことはできないが、社会経済的な慣
習や立地条件・環境条件が開業・廃業に影響を与えて
いる事はおぼろげながら明らかとなってきた。これら
については、今後の研究課題として、現時点で明らか
となった点をまとめて、本稿のとりまとめとする。
（１）わが国の事業所の産業別開業率・廃業率、雇用
カバー率について
◆　開業率をみると「運輸・通信業」、「卸売・小売業、
飲食店」、「金融・保険業」が高く、廃業率をみる
と「卸売・小売業、飲食店」、「運輸・通信業」、
「金融・保険業」が高くなっている。開業率と廃
業率の間には正の相関がみられる。
◆　産業の盛衰について言えば、特定産業が衰退して、
新たな成長産業にシフトするとも考えられるが、
実際には、急激にそのような現象が起こるのでは
なく、廃業後に同様な産業が立地し、徐々に産業
構造がシフトしていくものと考えられる。
◆　開・廃業率格差でみると、すべての産業でマイナ
スであるが、「サービス業」が格差が最も小さく、
減少率が最も高いのは「製造業」である。雇用カ
バー率についても同様であり、「サービス業」が
最も高く、「卸売・小売業、飲食店」、「不動産業」
が続いている。「製造業」の雇用カバー率は最下
位である。このことからも製造業の空洞化が特徴
づけられ、明らかに、第３次産業化、サービス化
が進んでいるといえる。
（２）全産業計の地域区分別開業率・廃業率および雇
用カバー率について
◆　地域区分別開業率と廃業率をみると、工業集積地
域よりも工業非集積地域の方が開業率、廃業率と
もに高くなっている。これらについては、開業率、
廃業率がともに高い第３次産業中心の産業構成が
密接にかかわっていると考えられる。また、都市
部、中間部、農村部で比較すると、都市部が開業
率・廃業率ともに高く、中間部がそれに続き、農
村部が最も低くなっている。
◆　開・廃業率格差でみると、農村部の方が都市部よ
りも、また、工業集積地域の方が工業非集積地域
よりも、ねばり強い傾向がみられる。
◆　雇用カバー率をみると、農村部の方が都市部より
再雇用機会が多いことがわかる。しかしながら、
工業集積地域と工業非集積地域の雇用カバー率を
比較すると、中間部を除いて、工業非集積地域の
方が、工業集積地域よりも雇用カバー率が高くな
っている。
（３）製造業の地域区分別開業率・廃業率および雇用
カバー率
◆　製造業の地域区分別開業率をみると、工業集積地
域の方が製造業の開業率が高いと断定することは
できない。これに対して、工業集積地域、工業非
集積地域別に都市部、中間部、農村部の製造業の
開業率を比較すると、都市部が高く農村部が低い
結果となっている。都市部、中間部、農村部ごと
に工業集積地域と工業非集積地域の製造業の廃業
率を比較すると、明らかに工業集積地域の方が廃
業率が低い結果が得られている。また、工業集積
地域、工業非集積地域ごとに廃業率を比較すると、
都市部が最も廃業率が高く、中間部、農村部の順
になっている。
◆　製造業の地域区分別開・廃業率格差と雇用カバー
率をみると、中間部工業集積地域および農村部工
業集積地域で相対的に良好な結果となっている。
これに対して、都市部工業非集積地域および都市
部工業集積地域という都市部では製造業の再雇用
が非常に難しい状況におかれている。
◆　農村部および中間部工業集積地域での雇用カバー
率の相対的高さは、明言はできないが、地域にお
ける人的ネットワークの相対的強さの表れとも考
えられそうである。これらについては、今後の課
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題として研究を続けていきたい。
〈注〉
１　鯉江康正、「計量経済モデルによる新潟県経済の
長期予測」、長岡大学値域研究センター『地域研究』
創刊号（通巻11号）、平成13年10月、pp.33-58
２　鯉江康正、「長岡圏域の社会経済の将来像－一層
進む外延化と過疎化－」、長岡大学値域研究センタ
ー『地域研究』第２号（通巻12号）、平成14年10月、
pp.41-52
３　東大阪商工会議所へのヒアリングより（平成15年
１月29日）
４　財団法人　大田区産業振興協会へのヒアリングよ
り（平成15年１月31日）
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北海道　
青森県　
岩手県　
宮城県　
秋田県　
山形県　
福島県　
茨城県　
1 2 3 4 6
都市部
工業集積地域
中間部
工業集積地域
農村部
工業集積地域
都市部
工業非集積地域
中間部
工業非集積地域
農村部
工業非集積地域�
根室市　 紋別市　 赤平市　 札幌市　 旭川市　 夕張市　
千歳市　 三笠市　 札幌市　中央区 帯広市　 岩見沢市　
恵庭市　 札幌市　北区 北見市　 網走市　
石狩市　 札幌市　東区 江別市　 美唄市　
札幌市　白石区 北広島市　 芦別市　
札幌市　豊平区 士別市　
札幌市　南区 名寄市　
札幌市　西区 滝川市　
札幌市　厚別区 砂川市　
札幌市　手稲区 深川市　
札幌市　清田区 富良野市　
函館市　 伊達市　
小樽市　
室蘭市　
釧路市　
留萌市　
苫小牧市　
稚内市　
歌志内市　
登別市　
黒石市　 青森市　 弘前市　
八戸市　 五所川原市　
むつ市　 十和田市　
三沢市　
釜石市　 大船渡市　 花巻市　 盛岡市　 水沢市　
北上市　 宮古市　
久慈市　
遠野市　
一関市　
陸前高田市　
江刺市　
二戸市　
石巻市　 岩沼市　 白石市　 仙台市　 気仙沼市　 古川市　
塩竈市　 角田市　 仙台市　青葉区 名取市　
仙台市　宮城野区
仙台市　若林区
仙台市　太白区
仙台市　泉区
多賀城市　
本荘市　 秋田市　 能代市　
湯沢市　 横手市　
大館市　
男鹿市　
大曲市　
鹿角市　
米沢市　 山形市　
鶴岡市　
酒田市　
新庄市　
寒河江市　
上山市　
村山市　
長井市　
天童市　
東根市　
尾花沢市　
南陽市　
いわき市　 白河市　 会津若松市　 福島市　
原町市　 郡山市　
須賀川市　
喜多方市　
相馬市　
二本松市　
日立市　 龍ケ崎市　 石岡市　 古河市　 水戸市　 常陸太田市　
取手市　 ひたちなか市　 下館市　 土浦市　 つくば市　
鹿嶋市　 結城市　 牛久市　
下妻市　
水海道市　
高萩市　
付表　全国市区の地域区分結果（１）
県  名
地域�
区分
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51 2 3 4 6
都市部
工業集積地域
中間部
工業集積地域
農村部
工業集積地域
都市部
工業非集積地域
中間部
工業非集積地域
農村部
工業非集積地域
北茨城市　
笠間市　
岩井市　
栃木県　 日光市　 足利市　 栃木市　 宇都宮市　
佐野市　 鹿沼市　
今市市　
小山市　
真岡市　
大田原市　
矢板市　
黒磯市　
群馬県　 桐生市　 伊勢崎市　 館林市　 高崎市　 前橋市　 沼田市　
太田市　 藤岡市　
渋川市　 富岡市　
安中市　
埼玉県　 川越市　 行田市　 加須市　 浦和市　 熊谷市　
川口市　 秩父市　 本庄市　 大宮市　
飯能市　 東松山市　 羽生市　 所沢市　
狭山市　 岩槻市　 深谷市　 春日部市　
上尾市　 鴻巣市　 与野市　
草加市　 蓮田市　 越谷市　
戸田市　 幸手市　 蕨市　
入間市　 日高市　 志木市　
鳩ケ谷市　 吉川市　 富士見市　
朝霞市　
和光市　
新座市　
桶川市　
久喜市　
北本市　
八潮市　
上福岡市　
三郷市　
坂戸市　
鶴ヶ島市　
千葉県　 野田市　 茂原市　 銚子市　 千葉市　 木更津市　 館山市　
佐倉市　 市原市　 八日市場市　 千葉市　中央区 成田市　 佐原市　
君津市　 袖ヶ浦市　 千葉市　花見川区 東金市　
千葉市　稲毛区 旭市　
千葉市　若葉区 勝浦市　
千葉市　緑区 鴨川市　
千葉市　美浜区 富津市　
市川市　 八街市　
船橋市　 印西市　
松戸市　
習志野市　
柏市　
流山市　
八千代市　
我孫子市　
鎌ケ谷市　
浦安市　
四街道市　
東京都　 墨田区　 特別区部　
大田区　 千代田区　
荒川区　 中央区　
板橋区　 港区　
葛飾区　 新宿区　
青梅市　 文京区　
府中市　 台東区　
昭島市　 江東区　
日野市　 品川区　
田無市　 目黒区　
武蔵村山市　 世田谷区　
稲城市　 渋谷区　
羽村市　 中野区　
あきる野市　 杉並区　
豊島区　
北区　
茨城県　
付表　全国市区の地域区分結果（２）
県  名
地域�
区分
45
51 2 3 4 6
都市部
工業集積地域
中間部
工業集積地域
農村部
工業集積地域
都市部
工業非集積地域
中間部
工業非集積地域
農村部
工業非集積地域
練馬区　
足立区　
江戸川区　
八王子市　
立川市　
武蔵野市　
三鷹市　
調布市　
町田市　
小金井市　
小平市　
東村山市　
国分寺市　
国立市　
保谷市　
福生市　
狛江市　
東大和市　
清瀬市　
東久留米市　
多摩市　
神奈川県 横浜市　鶴見区 小田原市　 横浜市　 三浦市　
横浜市　金沢区 伊勢原市　 横浜市　神奈川区
横浜市　港北区 南足柄市　 横浜市　西区
横浜市　戸塚区 横浜市　中区
横浜市　栄区 横浜市　南区
横浜市　都筑区 横浜市　保土ケ谷区
川崎市　 横浜市　磯子区
川崎市　川崎区 横浜市　港南区
川崎市　幸区 横浜市　旭区
川崎市　中原区 横浜市　緑区
川崎市　高津区 横浜市　瀬谷区
平塚市　 横浜市　泉区
藤沢市　 横浜市　青葉区
茅ケ崎市　 川崎市　多摩区
相模原市　 川崎市　宮前区
秦野市　 川崎市　麻生区
厚木市　 横須賀市　
大和市　 鎌倉市　
海老名市　 逗子市　
座間市　
綾瀬市　
新潟県　 長岡市　 新発田市　 新潟市　 上越市　 新津市　
三条市　 小千谷市　 糸魚川市　
柏崎市　 加茂市　 両津市　
見附市　 十日町市　 豊栄市　
村上市　 栃尾市　
燕市　 新井市　
五泉市　
白根市　
富山県　 高岡市　 魚津市　 氷見市　 富山市　
新湊市　 滑川市　
黒部市　
砺波市　
小矢部市　
石川県　 小松市　 加賀市　 輪島市　 金沢市　 七尾市　
松任市　 珠洲市　
羽咋市　
福井県　 鯖江市　 武生市　 大野市　 福井市　
小浜市　 勝山市　 敦賀市　
山梨県　 富士吉田市　 塩山市　 甲府市　
都留市　 山梨市　
大月市　 韮崎市　
長野県　 岡谷市　 諏訪市　 上田市　 長野市　
飯田市　 松本市　
須坂市　 大町市　
小諸市　 飯山市　
伊那市　
駒ケ根市　
東京都　
付表　全国市区の地域区分結果（３）
県  名
地域�
区分
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51 2 3 4 6
都市部
工業集積地域
中間部
工業集積地域
農村部
工業集積地域
都市部
工業非集積地域
中間部
工業非集積地域
農村部
工業非集積地域
中野市　
茅野市　
塩尻市　
更埴市　
佐久市　
岐阜県　 大垣市　 中津川市　 恵那市　 岐阜市　 高山市　
多治見市　 瑞浪市　
関市　 羽島市　
美濃市　 美濃加茂市　
土岐市　
各務原市　
可児市　
静岡県　 焼津市　 浜松市　 島田市　 熱海市　 静岡市　
沼津市　 磐田市　 伊東市　 下田市　
清水市　 掛川市　
三島市　 藤枝市　
富士宮市　 袋井市　
富士市　 天竜市　
御殿場市　 浜北市　
裾野市　 湖西市　
愛知県　 名古屋市　西区 津島市　 豊橋市　 名古屋市　
名古屋市　瑞穂区 安城市　 豊川市　 名古屋市　千種区
名古屋市　中川区 常滑市　 碧南市　 名古屋市　東区
名古屋市　港区 東海市　 西尾市　 名古屋市　北区
名古屋市　南区 大府市　 蒲郡市　 名古屋市　中村区
名古屋市　守山区 知多市　 稲沢市　 名古屋市　中区
名古屋市　緑区 新城市　 名古屋市　昭和区
岡崎市　 名古屋市　熱田区
一宮市　 名古屋市　名東区
瀬戸市　 名古屋市　天白区
半田市　 日進市　
春日井市　
刈谷市　
豊田市　
犬山市　
江南市　
尾西市　
小牧市　
知立市　
尾張旭市　
高浜市　
岩倉市　
豊明市　
三重県　 四日市市　 伊勢市　 上野市　 津市　 熊野市　
桑名市　 松阪市　 尾鷲市　
鈴鹿市　 鳥羽市　
名張市　
亀山市　
久居市　
滋賀県　 長浜市　 彦根市　 大津市　 近江八幡市　
草津市　 八日市市　
守山市　
京都府　 京都市　上京区 亀岡市　 福知山市　 京都市　 京田辺市　 舞鶴市　
京都市　南区 綾部市　 京都市　北区 宮津市　
京都市　右京区 京都市　左京区
宇治市　 京都市　中京区
城陽市　 京都市　東山区
長岡京市　 京都市　下京区
八幡市　 京都市　伏見区
京都市　山科区
京都市　西京区
向日市　
大阪府　 大阪市　此花区 泉南市　 大阪市　
大阪市　大正区 大阪市　都島区
大阪市　西淀川区 大阪市　福島区
大阪市　東淀川区 大阪市　西区
大阪市　東成区 大阪市　港区
大阪市　生野区 大阪市　天王寺区
大阪市　城東区 大阪市　浪速区
長野県　
付表　全国市区の地域区分結果（４）
県  名
地域�
区分
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51 2 3 4 6
都市部
工業集積地域
中間部
工業集積地域
農村部
工業集積地域
都市部
工業非集積地域
中間部
工業非集積地域
農村部
工業非集積地域
大阪市　西成区 大阪市　旭区
大阪市　鶴見区 大阪市　阿倍野区
大阪市　平野区 大阪市　住吉区
堺市　 大阪市　東住吉区
池田市　 大阪市　淀川区
泉大津市　 大阪市　住之江区
貝塚市　 大阪市　北区
守口市　 大阪市　中央区
枚方市　 岸和田市　
八尾市　 豊中市　
泉佐野市　 吹田市　
富田林市　 高槻市　
松原市　 茨木市　
大東市　 寝屋川市　
和泉市　 河内長野市　
柏原市　 箕面市　
羽曳野市　 藤井寺市　
門真市　 四條畷市　
摂津市　 大阪狭山市　
高石市　 阪南市　
東大阪市　
交野市　
兵庫県　 神戸市　東灘区 神戸市　西区 洲本市　 神戸市　 豊岡市　
神戸市　兵庫区 龍野市　 加西市　 神戸市　灘区
神戸市　長田区 赤穂市　 篠山市　 神戸市　須磨区
姫路市　 小野市　 神戸市　垂水区
尼崎市　 三田市　 神戸市　北区
明石市　 神戸市　中央区
伊丹市　 西宮市　
相生市　 芦屋市　
加古川市　 宝�市　
西脇市　 川西市　
三木市　
高砂市　
奈良県　 大和高田市　 大和郡山市　 天理市　 奈良市　
橿原市　 桜井市　 五條市　 生駒市　
香芝市　 御所市　
和歌山県 和歌山市　 海南市　 有田市　 新宮市　 橋本市　
御坊市　
田辺市　
鳥取県　 鳥取市　 米子市　 倉吉市　
境港市　
島根県　 江津市　 大田市　 松江市　 出雲市　
安来市　 浜田市　 益田市　
平田市　
岡山県　 倉敷市　 玉野市　 笠岡市　 岡山市　 津山市　
備前市　 井原市　
総社市　
高梁市　
新見市　
広島県　 広島市　安芸区 広島市　安佐北区 竹原市　 広島市　 三次市　
呉市　 尾道市　 三原市　 広島市　中区 庄原市　
福山市　 因島市　 広島市　東区
府中市　 東広島市　 広島市　南区
大竹市　 広島市　西区
廿日市市　 広島市　安佐南区
広島市　佐伯区
山口県　 小野田市　 防府市　 美祢市　 宇部市　 下関市　 山口市　
下松市　 徳山市　 萩市　
光市　 岩国市　 長門市　
新南陽市　 柳井市　
徳島県　 鳴門市　 徳島市　
小松島市　
阿南市　
香川県　 丸亀市　 坂出市　 高松市　 善通寺市　
観音寺市　
愛媛県　 新居浜市　 今治市　 西条市　 松山市　 宇和島市　
川之江市　 大洲市　 八幡浜市　
伊予三島市　 伊予市　
大阪府　
付表　全国市区の地域区分結果（５）
県  名
地域�
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51 2 3 4 6
都市部
工業集積地域
中間部
工業集積地域
農村部
工業集積地域
都市部
工業非集積地域
中間部
工業非集積地域
農村部
工業非集積地域
北条市　
東予市　
高知県　 南国市　 高知市　 室戸市　
安芸市　
土佐市　
須崎市　
中村市　
宿毛市　
土佐清水市　
福岡県　 北九州市　若松区 直方市　 柳川市　 北九州市　 久留米市　 小郡市　
北九州市　戸畑区 行橋市　 甘木市　 北九州市　門司区 山田市　 前原市　
古賀市　 八女市　 北九州市　小倉北区 宗像市　
筑後市　 北九州市　小倉南区
大川市　 北九州市　八幡東区
豊前市　 北九州市　八幡西区
福岡市　
福岡市　東区
福岡市　博多区
福岡市　中央区
福岡市　南区
福岡市　西区
福岡市　城南区
福岡市　早良区
大牟田市　
飯塚市　
田川市　
中間市　
筑紫野市　
春日市　
大野城市　
太宰府市　
佐賀県　 鳥栖市　 多久市　 佐賀市　 唐津市　
伊万里市　 武雄市　
鹿島市　
長崎県　 諫早市　 長崎市　 佐世保市　 島原市　
松浦市　 大村市　
福江市　
平戸市　
熊本県　 水俣市　 熊本市　 八代市　
玉名市　 人吉市　
宇土市　 荒尾市　
本渡市　
山鹿市　
牛深市　
菊池市　
大分県　 中津市　 臼杵市　 大分市　 佐伯市　 日田市　
豊後高田市　 別府市　 津久見市　
杵築市　 竹田市　
宇佐市　
宮崎県　 延岡市　 宮崎市　 都城市　
日向市　 日南市　
小林市　
串間市　
西都市　
えびの市　
鹿児島県 川内市　 枕崎市　 鹿児島市　 串木野市　 鹿屋市　
国分市　 阿久根市　 名瀬市　 指宿市　
出水市　 加世田市　
大口市　 西之表市　
垂水市　
沖縄県　 那覇市　 具志川市　 石川市　
宜野湾市　 平良市　
浦添市　 石垣市　
沖縄市　 名護市　
糸満市　
愛媛県　
付表　全国市区の地域区分結果（６）
県  名
地域�
区分
